
（様式１） 

 
平成  年  月  日 

 
国土交通大臣  殿 
 

既存住宅流通活性化等事業 提案申請書 
 
 
 

以下の内容により、既存住宅流通活性化事業の提案を申請します。 
 

 

 

（代表応募者） 

住  所 

電話番号 

事業者名 

代 表 者              □印  

宅建業免許番号※ 

建設業許可番号※ 

 

（共同応募者） 

住  所 

電話番号 

事業者名 

代 表 者              □印  

宅建業免許番号※ 

建設業許可番号※ 

※免許、許可を有しない場合は記入不要 

提案事業 
申請する提案内容 
（当てはまるもの全てに 

○をしてください） 

既存住宅流通タイプ  

リフォーム工事タイプ 

（構造又は防水工事を伴うもの） 
 

リフォーム工事タイプ 

（構造又は防水工事を伴わないもの） 
 



（様式２） 

事業の概要 

 

応募者の情報 

①

代

表

応

募

者 

事業者名  

担当者名  

所属部署  

住所  

電話  

ＦＡＸ  

メール  

備考  

②
共
同
応
募
者 

事業者名  

担当者名  

所属部署  

電話  

メール  

予定事業量 

予
定
戸
数 

事業タイプ 予定戸数 交付申請予定額 

既存住宅流通タイプ 

（宅建業者売買） 

構造・防水工事を含む 戸      千円

上記以外 戸 千円

既存住宅流通タイプ 

（個人間売買） 

構造・防水工事を含む 戸 千円

上記以外 戸 千円

リフォーム工事タイプ 

 

構造・防水工事を含む 戸 千円

上記以外 戸 千円

合   計 戸 千円

事業の仕組み（複数のパターンになる場合は２枚目以降に記入） 

①代表応募者、②共同応募者、発注者、売主及び買主、保険法人、検査機関、履歴登録機関

等の契約関係を募集要領別紙１を参考に記載ください。 

（記載例） 

売主
（宅建業者）

買主

履歴蓄積
機関等

保険法人
リフォーム
工事業者

売買

事務手数料
検査手数料

履歴情報
登録費用

工事費用

 



 
（様式３） 

事業実施に係る内容 

［Ａ４版・最大２枚］ 

 

提案者（代表者）  受付番号※ 09-1- 

加入予定保険法人 （複数の保険法人を予定している場合は全て記載ください。） 

検査機関 

（個人間売買の 

場合のみ） 

 

履歴情報の蓄積・

登録方法 

（履歴情報の蓄積・登録方法について記載ください。） 

※受付番号は事務局で記入します。 



（様式４） 

事業スケジュール 

［Ａ４版・最大２枚］ 

 

提案者（代表者）  受付番号※ 09-1- 

スケジュール 

時期 事業タイプ ＜第 1 期＞ 

平成 22 年６月 

～９月着工分 

＜第 2 期＞ 

平成 22 年 10 月

～12 月着工分 

＜第 3 期＞ 

平成 23 年１月 

～３月着工分 

合 計 

予定戸数 

（交付申請

予定額） 

既存住宅流通タイプ 

（宅建業者売買） 

戸

（  千円）

戸

（  千円）

戸 

（  千円） 

戸

（  千円）

 うち構造・防水

あり※１ 

戸

（  千円）

戸

（  千円）

戸 

（  千円） 

戸

（  千円）

上記以外※２ 戸

（  千円）

戸

（  千円）

戸 

（  千円） 

戸

（  千円）

既存住宅流通タイプ 

（個人間売買） 

戸

（  千円）

戸

（  千円）

戸 

（  千円） 

戸

（  千円）

 うち構造・防水

あり※１ 

戸

（  千円）

戸

（  千円）

戸 

（  千円） 

戸

（  千円）

上記以外※２ 戸

（  千円）

戸

（  千円）

戸 

（  千円） 

戸

（  千円）

リフォーム工事 

タイプ 

戸

（  千円）

戸

（  千円）

戸 

（  千円） 

戸

（  千円）

 うち構造・防水

あり※２ 

戸

（  千円）

戸

（  千円）

戸 

（  千円） 

戸

（  千円）

上記以外※３ 戸

（  千円）

戸

（  千円）

戸 

（  千円） 

戸

（  千円）

 
合 計 

戸

（  千円）

戸

（  千円）

戸 

（  千円） 

戸

（  千円）

予定戸数の根拠 

①同種事業の過去 3 年間の実績 

 平成１９年（  戸） 平成２０年（  戸） 平成２１年（  戸） 平均（  戸） 

②実施予定戸数が①の平均戸数を超過している場合、予定戸数の根拠を記載ください。 

（具体的な物件があるなど。適宜参考資料を添付いただいて構いません。） 

 

 

 
※１：検査手数料等、住宅履歴情報の蓄積・登録費用は要した額、リフォーム工事費用は１／３が補助対象額 
※２：検査手数料等、住宅履歴情報の蓄積・登録費用は要した額、リフォーム工事費用は１／４が補助対象額 
※３：検査手数料等、住宅履歴情報の蓄積・登録費用は要した額、リフォーム工事費用は１／５が補助対象額 

※受付番号は事務局で記入します。 



 
（様式５） 

事業計画書 

 
提案者（代表者）  受付番号※ 09-1- 

 
Ⅰ．事業内容別補助額 

項 目 
補助対象 
事業費 

補助

率 
戸数 補助額 

リフォーム 
工事費用 

既存住宅流通タイプ 
（構造又は防水工事を伴う場合） 

千円 1/3  

千円

既存住宅流通タイプ 
（構造又は防水工事を伴わない場合）

千円 1/4  

リフォーム工事タイプ 
（構造又は防水工事を伴う場合） 

千円 1/4  

リフォーム工事タイプ 
（構造又は防水工事を伴わない場合）

千円 1/5  

現場検査手数料等 千円 定額  千円

検査機関検査料（個人間売買タイプの場合） 千円 定額  千円

構造・防水検査料（リフォーム工事タイプの場合） 千円 定額  千円

履歴情報蓄積・登録費用 千円 定額  千円

   千円

 
Ⅱ．他の補助金への申請状況 

今回補助対象となるものについて他の補助金に応募（申請）している場合は、その申請し

ている補助金の名称を必ず記入してください。また、他の補助金に応募（申請）していても、

補助対象となる範囲が異なる場合には、他の補助金の名称と補助対象範囲の考え方を記入し

てください。 
 

※ 様式中に「別紙○に記載」等と記載の上、別紙を添付すること。 


